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ROXY指標の基礎概念

川　嶋　辰　彦

1　はじめに

　居住活動や経済活動の分布形態を，空間的動学

的に数量分析する一手法として，ROXY指標を利

用するアプローチがあるω。ROXY指標は，比較

的単純な統計量として定義される一種の総合指標

であり，例えば，（1）大都市圏と中小都市圏との間

に見られる人口や産業の集中化現象・分散化現象，

或いは（2）大都市圏内で見られる人口や産業の都心

化現象・郊外化現象について，それらの変動特性

を考察する際に役立つ。

　本稿では，このようなROXY指標の基礎概念

を，以下の順序で解説する。まず第2節では，

ROXY指標の案出と体系化を促した2種類の空

間的ライフサイクル仮説（即ち，「都市圏域ライフ

サイクル仮説」並びに「都市圏システム・ライフ

サイクル仮説」）について，それらの概要を述べる。

第3節では，ROXY指標を定義するとともに，数

値例に基づき，上記2仮説とROXY指標値との

間に見られる基本的な関連を論じる。最後に第4

節で，ROXY指標分析手法の意義と限界について

触れる。

大都市圏で，人口の純減現象が見られるようにな

った。それ以前の傾向とは明らかに様相を異にす

るこの現象は，都市・地域経済学者の学問的関心

を俄に引くところとなり，大都市圏域の衰退をテ

ーマとする研究が大幅に進展した。その結果，1970

年代中葉以降，同テーマを中心に，種々の研究成

果が発表された。就中，オランダのクラッセン教

授を中心とする研究チームによって提唱された

「都市圏域ライフサイクル仮説」②は，理論及び方

法論の両面で，都市変動研究の水準を一段と高め

ることに寄与した。同仮説は，大都市圏内人口分

布形態の変遷過程を，つぎのように描出する。

大都市圏内居住人口の空間的分布形態

は，（1）都市化段階，（2）郊外化段階，㈲逆

都市化段階，及び（4）再都市化段階を経て，

再び都市化段階に回帰するサイクル過程

を順次循環的にたどる。この動学的変遷

過程の中で，成長と衰退の現象が交互に

繰り返され，大都市圏の長期的なメタモ

ルフォセス経路が，時間軸にそって蔓巻

状に伸展していく。

2　都市圏域ライフサイクル仮説と都市圏シ

　　ステム・ライフサイクル仮説

2－1都市圏域ライフ’サイクル仮説

　欧米先進工業諸国では一般的に，大都市圏への

顕著な人口集中が，1960年代まで続いた。ところ

が，1970年代に入ると，同諸国では比較的多数の

　大都市圏内人口分布形態が辿る上記4段階の典

型的な姿は，都市圏内人口を都心地区人口と郊外

地区人口に二分して，二者の時系列的な変化量を

比較考察することにより，つぎのように表現され

る。

（1a）　都市化段階（都市圏内人口が増加する第
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　　　一の局面）

　　（イ）前期都市化段階

　　　都心地区人口は増加し，郊外地区人口は

　　　減少する。ただし，前者の増加分は，後

　　　者の減少分を凌駕する。

　　（ロ）後期都市化段階

　　　都心地区人口と郊外地区人口は，ともに

　　　増加する。ただし，前者の増加分は，後

　　　者の増加分より大きい。

（2a）　郊外化段階（都市圏内人口が増加する第

　　　二の局面）

　　（イ）前期郊外化段階

　　　都心地区人口と郊外地区人口は，ともに

　　　増加する。ただし，前者の増加分は，後

　　　者の増加分より小さい。

　　（ロ）後期郊外化段階

　　　都心地区人口は減少し，郊外地区人口は

　　　増加する。ただし，後者の増加分は，前

　　　者の減少分を凌駕する。

（3a）　逆都市化段階（都市圏内人口が減少する

　　　第一の局面）

　　（イ）前期逆都市化段階

　　　都心地区人口は減少し，郊外地区人口は

　　　増加する。ただし，前者の減少分は，後

　　　者の増加分を凌駕する。

　　（ロ）後期逆都市化段階

　　　都心地区人口と郊外地区人口は，ともに

　　　減少する。ただし，前者の減少分は，後

　　　者の減少分より大きい。

（4a）　再都市化段階（都市圏内人口が減少する

　　　第二の局面）

　　（イ）前期再都市化段階

　　　都心地区人口と郊外地区人口は，ともに

　　　減少する。ただし，前者の減少分は，後

　　　者の減少分より小さい。

　　（ロ）後期再都市化段階

　　　都心地区人口は増加し，郊外地区人口は

　　　減少する。ただし，後者の減少分は，前

者の増加分を凌駕する。

　上記の4段階では何れも，都心地区人口と郊外

地区人口の両者に対して，「人口変化ゼロ」の水準

が，グラフ上の原点に定められている。この原型

的な枠組みから，2つの主要な派生形を構築する

ことができる。そのうちのひとつは，「人口変化率

ゼロ」の水準を，グラフ上の原点に定める枠組み

である。もうひとつは，「（考察の対象としている

特定国，又は特定都市圏システムの）平均人口変

化率」の水準を，グラフ上の原点に定める枠組み

である。以上3種類の枠組み（即ち，原型枠組み，

及び2種類の派生形枠組み）は，グラフの原点に

関する設定基準を異にする。反面，何れの枠組み

も，都市圏内人口の長期的な成長・衰退過程を循

環現象として認識する点で，共通している。した

がって，研究の目的に合わせて適宜使い分けると，

これら3種類の枠組みは，都心化現象・郊外化現

象の分析と理解に役立つ。なお，上述した4段階

は，場合により，（1）加速的都心化段階，②減速的

都心化段階，（3）加速的郊外化段階，及び（4）減速的

郊外化段階と，それぞれ呼称される（3）。

2－2都市圏システム・ライフサイクル仮説

　都市圏域ライフサイクル仮説に基づき，同仮説

の一種のアナロジーである「都市圏システム・ラ

イフサイクル仮説」（4）が，その後編み出された。こ

の仮説は，都市圏間人口分布形態の変遷過程を，

つぎのように描出する。

都市圏システムに於ける（即ち，都市圏

間で見られる）居住人口の分布形態は，

（1）加速的集中化段階，（2）減速的集中化段

階，（3）加速的分散化段階，及び（4）減速的

分散化段階を経て，再び加速的集中化段

階に回帰するサイクル過程を順次循環的

にたどり，この動学的変遷過程の中で，

人口の長期的な集中化と分散化の現象が
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交互に繰り返される。

　都市圏間人口分布形態がたどる上記4段階の典

型的な姿は，都市圏システムの総人口を大都市圏

人口と非大都市圏人口（即ち，中小都市圏人口）

に二分して，二者の時系列的な変化量を比較考察

することにより，つぎのように表現される。

（1b）　加速的集中化段階

　　大都市の人口増加比（即ち，人口増加率を

　　100で除した商に1を加えた値）は，非大都

　　市圏の人口増加比より大きい。かつ，この

　　主条件のもとで，前者（即ち，大都市圏の

　　人口増加比）が伸びる速度は，後者（即ち，

　　非大都市圏の人口増加比）が伸びる速度を

　　上回る（5）。

（2b）　減速的集中化段階

　　大都市圏の人口増加比は，非大都市圏の人

　　口増加比より大きく，かつ前者が伸びる速

　　度は後者のそれを下回る。

（3b）　加速的分散化段階

　　大都市圏の人口増加比は，非大都市圏の人

　　口増加比より小さく，かつ，前者が伸びる

　　速度は後者のそれを下回る。

（4b）　減速的分散化段階

　　大都市圏の人口増加比は，非大都市圏の人

　　口増加比より小さく，かつ，前者が伸びる

　　速度は後者のそれを上回る。

　上記の原型的な4段階を説明する文言のうち，

「増加比」を「変化比」に入れ替えることにより，

都市圏システム・ライフサイクル仮説はより一般

化される。なぜならば変化比の概念は，その中に

増加比の概念と減少比の概念をともに含むので，

大都市圏人口と非大都市圏人口の両者が揃って伸

びている場合のみならず，二者のうち何れか一方

が伸び他方が低下している場合，或いは，両者が

揃って低下している場合にも，それぞれ同仮説を

適用できるからである。一般化された都市圏シス

テム・ライフサイクル仮説のもとで，都市圏間人

口分布形態がたどる4段階の姿は，つぎのように

表現される。

（1b’）加速的集中化段階

　　大都市圏人口の変化比は，非大都市圏人口

　　の変化比より大きい。かつ，この主条件の

　　もとで，前者が伸びる速度（又は，低下す

　　る速度）は，後者が伸びる速度（又は，低

　　下する速度）を上回る（又は，下回る）。な

　　お，上記の主条件のもとで，前者が伸びて

　　後者が低下する場合も，加速的集中化段階

　　にあたる。

（2b’）減速的集中化段階

　　大都市圏人口の変化比は，非大都市圏人口

　　の変化比より大きい。かつ，この主条件の

　　もとで，前者が伸びる速度（又は，低下す

　　る速度）は，後者が伸びる速度（又は，低

　　下する速度）を下回る（又は，上回る）。な

　　お，上記の主条件のもとで，前者が低下し

　　て後者が伸びる場合も，減速的集中化段階

　　にあたる。

（3b’）加速的分散化段階

　　大都市圏人口の変化比は，非大都市圏人口

　　の変化比より小さい。かつ，この主条件の

　　もとで，前者が伸びる速度（又は，低下す

　　る速度）は，後者が伸びる速度（又は，低

　　下する速度）を下回る（又は，上回る）。な

　　お，上記の主条件のもとで，前者が低下し

　　て後者が伸びる場合も，加速的分散化段階

　　にあたる。

（4b’）　減速的分散化段階

　　大都市圏人口の変化比は，非大都市圏人口

　　の変化比より小さい。かつ，この主条件の

　　もとで，前者が伸びる速度（又は，低下す

　　る速度）は，後者が伸びる速度（又は，低

　　下する速度）を上回る（又は，下回る）。な
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お，上記の主条件のもとで，前者が伸びて

後者が低下する場合も，減速的分散化段階

にあたる。

　なお，一般化された都市圏システム・ライフサ

イクル仮説では，人口の集中化現象と分散化現象

が，つぎのように把握される。

（1）都市圏システムの人口集中化は，大都市圏

　と非大都市圏との間に見られる準絶対的集中

　化，絶対的集中化，或いは相対的集中化を意

　味し，その代表的な形態として，つぎの3種

　類のタイプを挙げることができる。

　〈i＞　タイプー1

　　大都市圏人口と非大都市圏人口は揃って伸

　　びているが，前者が伸びる速度は後者が伸

　　びる速度を上回る。この様態は，都市圏シ

　　ステムの総人口が続伸している状況のもと

　　で，一般的に見られる準絶対的集中化現象

　　である。

　（ii）　タイプー2

　　大都市圏人口は伸びているが，非大都市圏

　　人口は低下している。この様態は，都市圏

　　システムの総人口が続伸している状況，或

　　いはほぼ一定水準に保たれている状況のも

　　とで，一般的に見られる絶対的集中化現象

　　である。

　㈹　タイプー3

　　大都市圏人口と非大都市圏人口は揃って低

　　下しているが，前者が低下する速度は後者

　　が低下する速度を下回る。この様態は，都

　　市圏システムの総人口が続減している状況

　　のもとで，一般的に見られる相対的集中化

　　現象である。

（2）都市圏システムの人口分散化は，大都市圏

　と非大都市圏の間に見られる準絶対的分散

　化，絶対的分散化，或いは相対的分散化を意

　味し，その代表的な形態として，つぎの3種

類のタイプを挙げることができる。

（i＞　タイプー4

　大都市圏人口と非大都市圏人口は揃って伸

　びているが，前者が伸びる速度は後者が伸

　びる速度を下回る。この様態は，都市圏シ

　ステムの総人口が続伸している状況のもと

　で，一般的に見られる準絶対的分散化現象

　である。

（iD　タイプー5

　大都市圏人口は低下しているが，非大都市

　圏人口は伸びている。この様態は，都市圏

　システムの総人口が続伸している状況，或

　いはほぼ一定水準に保たれている状況のも

　とで，一般的に見られる絶対的分散化現象

　である。

㈹　　タイプー6

　大都市圏人口と非大都市圏人口は揃って低

　下しているが，前者が低下する速度は後者

　が低下する速度を上回る。この様態は，都

　市圏システムの総人口が続減している状況

　のもとで，一般的に見られる相対的分散化

　現象である。

　以上6種類のタイプのうち，タイプー1とタイ

プー2は，我が国を含む多くの国々が既に経験済

みであるか，或いは目下経験しつっある，「人口の

急激な都市化現象」に対応する。つぎに，タイプ

ー4とタイプー5は，我が国が漸く経験しはじめた

か，或いは近い将来経験する可能性のある，「人口

の地方分散化現象」に対応する。最後に，タイプ

ー3とタイプー6は，「総人口純減下で観察される

人口の集中化現象・分散化現象」に対応し（6｝，2010

年代中葉から我が国の総人口が減少を開始すると

予測される視座の中で，都市政策・地域政策を論

ずる際に重要な意味を有する。

3　ROXY指標の定義と意味

都市圏間人口分布の変動形態を分析する目的
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で，1970年代前半に私は米国のグリックマン教授

と共同で，我が国都市圏人口の時系列データベー

スを構築した（7｝。その後私はこのデータベースを

活用して，我が国人口の都市圏間分布形態（即ち，

都市圏システムの人口分布形態）に関する動学的

分析を開始し，その考察のなかで，ROXY指標の

原型を試行錯誤的に刻削して行った。折よくその

頃，都市圏域ライフサイクル仮説の試案が発表さ

れた。私は同仮説に基づいて得られた着想に拠り，

都市圏システム・ライフサイクル仮説を立てた。

そのうえで，この都市圏システム・ライフサイク

ル仮説を検証・応用する際に役立ち得る形に，

ROXY指標の基本概念を整理した。ついで，その

成果を踏まえて，都市圏域ライフサイクル仮説の

検証・応用に資する形態のROXY指標概念を組

み立てた。

　本節では，ROXY指標の案出過程に関する以上

の背景を念頭に置いて，まずROXY指標を定義

する。っいで，ROXY指標値と都市圏システム・

ライフサイクル仮説との間に見られる，基本的な

関連を論ずる。続けて，ROXY指標値と都市圏域

ライフサイクル仮説との間に見られる基本的な関

連を論じ，最後に，ROXY指標値と上記2仮説を

統合したパラダイム（即ち，空間的ライフサイク

ル仮説）との間に見られる，基本的な関連を論ず

る。

3－1ROXY指標の定義

　ROXY指標は，つぎのように定義される。

ROXY指標
一〔人口変化比の加重平均　　　　　　　　　一1，0人口変化比の単純平均〕・1併

ただし，

人口変化比の加重平均

＝1．0十

人口変化率の加重
平均（単位：％）

　　100．0

人口変化比の単純平均

　　　　　人口変化率の単純
　　　　　平均（単位：％）
　　＝1．0十
　　　　　　　　100．0

加重平均の計算に必要な加重要素　別途与え

られる。

　定義から明らかなように，人口変化比の加重平

均が人口変化比の単純平均を上回る場合，ROXY

指標は正値をとり，前者が後者を下回る場合，

ROXY指標は負値をとる（8｝。

　なお，ROXY指標を構成する主要素は，「人口変

化比の加重平均（この値を，仮りにXと呼ぶ）と

人口変化比の単純平均（この値を，仮りにYと呼

ぶ）の比率」であり，この比率は英語でRatio　of

XandYと表せる。英語による表現の太文字部分

を前から後へ順に並べると，ROXYなる綴りを得

る。これが，ROXY指標の名のある所以である。

3－2ROXY指標値と都市圏システム・ライフサ

　　イクル仮説

　仮りにT。～T1年度の期間に，2つの都市圏A，

Bの人ロが，表1（a）の示すように変化したとしよ

う。この場合，両都市圏の人口は揃って伸びてい

るが，大きな都市圏（即ち，人口の多い都市圏）

Aの人口変化比（L5）は，小さな都市圏（即ち，

人口の少ない都市圏）Bの人口変化比（1．1）を，

上回っている。したがって，都市圏間の人口分布

形態は集中化現象を呈している，と言える。ここ

で，加重要素としてTo年度の人口水準を適用す

ると，表1（b）が示すように，人口変化比の加重平

均は1．4636となる。一方，人口変化比の単純平均

は1．3であるから，結果として正のROXY指標値

1，259を得る。
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表1　人口の集中化（都市圏間）

（a）人口水準及び人口変化比

人口水準（単位：人） 人口変化比
都市圏 年　　　　度 期　　　　間

To Tl To～T1

A 100 150 1．5

B 10 11 1．1

合計 110 161 1．4636

（注）1 人・変化比峨羅雛雑

都市圏Aの人口変化比1．5は，人口増

加率50％を意味する。

都市圏Bの人口変化比1．1は，人口増

加率10％を意味する。

表2　人口の均衡変動（都市圏間）

（a）人口水準及び人口変化比

2

3

（b）ROXY指標の算出（加重要素として，　To年度

　　の人口水準を適用）

期　　　　間 T。　～　Tl

人口変化比の
@加重平均
i加重要素：

@人口水準）

X

　（100／110）×1．5
@　＋（10／110）×1．1＝（150＋11）／110＝161／110＝1．4636

人口変化比の
@単純平均

Y

　
（
1
．
5
＋
1
．
1
）
／
2
＝
2
．
6
／
2
＝
1
．
3

X
マ

Z
　（161／110）／（2．6／2）＝322／286＝1．1259

　ROXY指標
黶i釜一1）・1研二（Z－1）×104 　（1．1259－1．0）×10，000＝1，259

（備考）本数値例に対して，ROXY指標は正の

　　　値をとる．

　二番目の例として，T。～Tl年度の期間に都市

圏A，Bの人口が，表2（a）のように変化したと仮

定しよう。この場合，両都市圏の人口は，同一の

人口変化比（1．1）を伴なって伸びている。したが

って，都市圏間の人口分布形態は，均衡変動現象

人口水準（単位：人） 人口変化比
都市圏 年　　　　度 期　　　　間

To T1 To～TI

A 100 110 1．1

B 10 11 1．1

合計 110 121 1．1

（b）ROXY指標の算出（加重要素として，　To年度

　　の人口水準を適用）

期　　　　間 To　～　T1

人口変化比の
@加重平均
i加重要素：

@人口水準）

X

　（100／110）×1．1@
　
＋
（
1
0
／
1
1
0
）
×
1
．
1
＝
（
1
1
0
＋
1
1
）
／
1
1
0
＝
1
2
1
／
1
1
0
＝
1
．
1

人口変化比の
@単純平均

Y

　
（
1
．
5
＋
1
．
1
）
／
2
＝
2
．
2
／
2
＝
1
．
1

X
Y

Z
　1ユ／1．1＝LO

　ROXY指標
黶iX

}ー1）・1ぴ

＝iZ－1）×104

　（1．0－1．0）×10，000＝0．0

（備考）本数値例に対して，ROXY指標は零の

　　　値をとる。

（即ち，均衡成長現象）を呈している。この場合，

表2（b）が示すように，人口変化比の加重平均と単

純平均はともに1．1に等しく，結果としてROXY

指標値0．0を得る。

　三番目の例として，T。～T，年度の期間に都市圏

A，Bの人口が，表3（a）のように変化したと仮定し

よう。この場合，両都市圏の人口は揃って伸びて

いるが，小さな都市圏Bの人口変化比（1．5）は，

大きな都市圏Aの人口変化比（Ll）を上回ってい

る。したがって，都市圏間の人口分布形態は，分

散化現象を呈している。ところで，表3（b）が示す
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表3　人口の分散化（都市圏間）

（a）人口水準及び人口変化比

人口水準（単位：人） 人口変化比

都市圏 年　　　　度 期　　　　間

To T1 To～TI

A 100 110 1．1

B 10 15 1．5

合計 110 125 1．1364

（b）ROXY指標の算出（加重要素として，　T。年度

　　の人口水準を適用）

期　　　　間 To　～　Tl

人口変化比の
@加重平均
i加重要素：

@人口水準）

X

　（100／110）×1．1
@　＋（10／110）×1．5＝（110＋15）／110＝125／110＝1．1364

人口変化比の
@単純平均

Y

　
（
1
．
5
＋
1
．
1
）
／
2
＝
2
．
6
／
2
＝
1
．
3

X
マ

Z

　（125／110）／（2．6／2）＝250／286＝0．8741

　ROXY指標
黶i釜一1）・・併＝（Z－1）×104 　（0．8741－1．0）×10，000＝－1，259

（備考）本数値例に対して，ROXY指標は負の

　　　値をとる。

ように，人口変化比の加重平均と単純平均は，夫々

1．1364及び1．3となり，結果として負のROXY指

標値一1，259を得る。

　以上3種類の表は極めて単純な数値例を掲げて

いるにすぎないが，都市圏間の人口集中化・分散

化現象とROXY指標値との間に見られる基本的

関連を，端的に物語っている。ここで，表1～3の

助けを借り，大胆に過ぎるとの責めを覚悟のうえ

で，ROXY指標値が意味する可能性を整理する

と，表4を得る。同表の第1欄及び2欄が示すよ

表4　ROXY指標値が意味する可能性：都市圏

　　　間空間的人口分布形態の動学的特性に関し

　　　て（加重要素：各都市圏の人口水準）

ROXY指標
lの符号

空間的人口
ｪ布形態の
W散過程

ROXY指標
lの変化動

集散過程の
ｮ学的状態

減　　少 減速的集中化

正 集中化
i集積現象） 一　　定 定速的集中化

増　　加 加速的集中化

零から正

ﾉ増加
初期的集中化

零 均衡変動
一　　定
i零のまま）

継　続　的

ﾏ衡変動
零から負

ﾉ減少
初期的分散化

減　　少
i即ち，絶対
lの増加）

加速的分散化

負 分散化
i散展現象） 一　　定 定速的分散化

増　　加
i即ち，絶対
lの減少）

減速的分散化

うに，ROXY指標値の符号が正，零，又は負であ

るとき，都市圏間人口の集中化現象，均衡変動現

象，又は分散化現象が，それぞれ対応する【9）。

　表4の第3欄及び4欄が示すように，もし

ROXY指標値が正であり，かつ時間の経過ととも

に値が増加するならば，「都市圏システム・ライフ

サイクル仮説」に照らし，人口集散過程の動学的

状態は加速的集中化の段階にある。また，正の

ROXY指標値が減少する場合，人口集散過程の動

学的状態は減速的集中化の段階にあり，ほぼ同一

水準を保つ場合，集中化が定速的に進行している。

　もし，ROXY指標値が負であり，かつ時間の経

過とともに値が減少する場合（即ち，絶対値が増

加する場合），人口集散過程の動学的状態は加速的

分散化の段階にある。また，負のROXY指標値が

増加する場合（即ち，絶対的値が減少する場合），

人口集散過程の動学的状態は減速的分散化の段階



88

にあり，ほぼ同一水準を保つ場合，分散化が定速

的に進行している。

　もし，ROXY指標値が零からが増加して［E値に

変化する場合，人口集散過程の動学的状態は，初

期の集中化段階にある。また，零から減少して負

値に変化する場合，人口集散過程の動学的状態は

初期の分散化段階にある。更に，ほぼ零に近い値

が保たれる場合には，均衡変動が継続的に進行し

ている。

　表4が示す内容は，都市圏システムを構成する

都市圏数が2個である数値例に基いて，整理した

ものである。しかし，都市圏数をn個に拡張した

事例に対しても，同表の内容は一般的に適用可能

である。勿論，厳密に言えば，表4の第4欄に示

されている人口集散過程の動学的状態に対して，

同表第1～3欄の諸条件は必要条件であり，必要十

分条件ではない（1°｝。ROXY指標分析手法の適用に

あたっては，この点を充分留意することが肝心で

ある。また，第3－3節の後半部分及び第3－4節でそ

れぞれ試みる考察に対しても，同様の配慮が必要

である。

3－3ROXY指標値と都市圏域ライフサイクル仮

　　説

　都市圏域ライフサイクル仮説にROXY指標分

析手法を適用する際，加重要素として「補完距

離」（11）を用いると便利である。補完距離は，距離測

定の基準地点に近い地点ほどより大きな値をとる

（即ち，補完距離は，基準地点から離れるに従い，

より小さな値をとる）距離概念である。

　補完距離の概念を説明する目的で，特定の都市

圏を考えよう。同都市圏内がn個の地区に分けら

れていると仮定し，都心地点（CBD（12））から第i地

区迄の距離をd，で表すと，第i地区の補完距離a，

は，つぎのように定義される。

di＝dmm十dmax－di

ただし，dminはdiの最小値であり，dmaxはdi

表5　補完距離の数値例

都市圏内地区
都心地点（CBD）

ｩらの距離di
i単位：km）

都心地点（CBD）

ｩらの補完距
｣δi
i単位：km）

第1地区 d
I

2 a
l

18

第2地区 d
2

4 d
2

16

第3地区 d
3

7 a
3

13

第4地区 d
4

12 d
4

8

第5地区 d
5

18 d
5

2

最短距離（d。i，） d
l

2

最長距離（d。，x） d
5

18

dmi。＋dm、． dl十d5 20

（注）di＝dmin十dmax－d，

の最大値である。

　例えば表5が示すように，都市圏が5つの地区

に分割されており，CBDから各地区に至る距離は

同表の第3欄が示すとおりである，と仮定しよう。

最短距離dminはdlの2kmであり，最長距離

dma。はd5の18　kmである。したがって，両者の和

表6 都市圏内2地区の人口水準変化　3ケース

について　　　　　　　　　　（単位：人）

ケ　　　　ー　　　　ス

都市圏
熬n区

　1
i都心化）

　　2
i均衡変動）

　3
i郊外化）

年　　度 年　　度 年　　度

To T1 T2 To T1 T2 To TI T2

都心
i内郭
]ーン）

100 120 180 100 120 180 100 90 72

郊外
i外郭
]ーン）

50 45 36 50 60 90 50 60 90

合計 150 165 216 150 180 270 150 150 162
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（即ち，dmi，十dmax）は20　kmとなる。よって第5

欄が示すように，CBDからの補完距離は，第1地

区の18km（即ち，　a、＝20　km－2km），第2地

区の16km（即ち，　a，＝20　km－4km），……，

表7　人口の都心化（都市圏内）

（a）都心地点からの距離，都心地点からの補完距

　　離，及び人口変化比

人口変化比

都市圏
熬n区

都心地点
iCBD）から
@の距離
i単位：km）

都心地点
iCBD）から
ﾌ補完距離
i単位：km）

期　　間

島～TL ℃～T2

都心
i内郭
]ーン）

2 4 1．2 1．5

郊外
i外郭
]ーン）

4 2 0．9 0．8

合計 6 6 1．1 1．3091

（b）ROXY指標の算出（加重要素として，「都心地

　　点からの補完距離」を適用）

期　　　間 To～Tl Tl～T2

人口変化比
ﾌ加重平均
i加重要素：

竓ｮ距離）

X

　（4／6）×1．2@
（
2
／
6
）
×
0
．
9
ニ
（
4
．
8
＋
1
．
8
）
／
6
＝
6
．
6
／
6
＝
1
．
1

　（4／6）×1．5
@＋（2／6）×0．8ニ（6．0＋1．6）／6＝7．6／6＝1．2667

人口変化比
ﾌ単純平均

Y

　
（
1
．
2
＋
0
．
9
）
／
2
ニ
2
．
1
／
2
＝
1
．
0
5

　
（
1
，
5
＋
0
．
8
）
／
2
＝
2
．
3
／
2
ニ
1
．
1
5

峯
Y

Z

　1ユ／（2．1／2）ニ2．2／2．1＝1．0476

　（7．6／6）
@／（2．3／2）＝15．2／13．8＝1．1014

　ROXY指標
黶i釜一1）・1伊二（Z－1）×104

　（1．0476－1．0）
@×10，000＝476

　（1，1014－1．0）
@×10，000＝1，014

（備考）本数値例では，何れの期間（即ち，期

　　　間T。～Tl及び期間T、～T2）に対し

　　　ても，ROXY指標値は正であり，且つ

　　　　それらは時間の経過とともに増加して

　　　　いる。

第5地区の2km（即ち，　a5＝20　km－18　km）と

なる。

　補完距離の概念を以上のように把えたうえで，

表6に目を向けよう。同表では，特定の都市圏内

が都心地区（即ち，内郭ゾーン）と郊外地区（即

ち，外郭ゾーン）の2地区に分けられている。ま

た，CBDから都心地区と郊外地区に至る距離は，

それぞれ表7（a）が示すように2km，及び4kmと

する。このとき，CBDからの補完距離は，都心地

区の4km及び郊外地区の2kmとなる。この設

定のもとで，To～T、～T2年度の期間に，表6が示

すように2地区の人口が変化したと仮定しよう。

なお，同表には代表的な3つのケース（即ち，都

市圏内人口の加速的都心化現象に対応するケース

1，均衡変動現象に対応するケース2，及び加速的

郊外化現象に対応するケース3）が掲げられてい

る。

　まず，ケース1について見ると，表7（a）が示す

ように，T。～T1及びT，　－T，年度の2期間に対

する都心地区の人口変化比は，それぞれ1．2及び

1．5である。また，同じ2期間に対する郊外地区の

人口変化比は，それぞれ0．9及び0．8である。よっ

て，補完距離を加重要素とする人口変化比の加重

平均は，表7（b）が示すように，上記2期間に対し

てそれぞれ1．1及び1．2667となる。他方，人口変

化比の単純平均は，上記2期間に対してそれぞれ

1．05及び1．15となる。したがって，To～Tl及び

T、～T2年度の各期間に対するROXY指標値は，

それぞれ476及び1，014となる。ケース1ではこ

のように，正のROXY指標値が時間の経過とと

もに増加する。

　ケース2では，表8（a）が示すように，T。～T、年

度の期間に対する人口変化比は，都心地区及び郊

外地区ともに12である。また，Tl～T2年度の期

間に対する人口変化比は，両地区ともに1．5であ

る。よって，表8（b）が示すように，人口変化比の

加重平均と単純平均は，各期間でそれぞれ等しい。

即ち，T。～T、年度の期間に対しては両平均とも
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表8　人口の均衡変動（都市圏内）

（a）都心地点からの距離，都心地点からの補完距

　　離，及び人口変化比

人口変化比

都市圏
熬n区

都心地点
iCBD）から

@の距離
i単位：km）

都心地点
iCBD）から

ﾌ補完距離
i単位：km）

期　　間

％～Tl 笥～亀

都心
i内郭ゾーン） 2 4 1．2 1．5

郊外
i外郭
]ーン）

4 2 1．2 1．5

合計 6 6 1．2 1．5

表9　人口の郊外化（都市圏内）

（a）都心地点からの距離，都心地点からの補完距

　　離，及び人口変化比

人口変化比

都市圏
熬n区

都心地点
iCBD）から
@の距離
i単位：km）

都心地点
iCBD）からの補完距離

i単位：km）

期　　間

％～TI 鳴～Tう

都心
i内郭
]ーン）

2 4 0．9 0．8

郊外
i外郭ゾーン） 4 2 1．2 1．5

合計 6 6 1．0 1．08

（b）ROXY指標の算出（加重要素として，「都心地　　（b）ROXY指標の算出（加重要素として，「都心地

　　点からの補完距離」を適用）　　　　　　　　　　　点からの補完距離」を適用）

期　　　間 To～Tl T、～T2

人口変化比
ﾌ加重平均
i加重要素：

竓ｮ距離）

X

　（4／6）×1．2@
＋
（
2
／
6
）
×
1
．
2
＝
（
4
．
8
＋
2
．
4
）
／
6
＝
7
．
2
／
6
＝
1
．
2

　（4／6）×1．5@
＋
（
2
／
6
）
×
1
．
5
＝
（
6
．
0
＋
3
．
0
）
／
6
＝
9
．
0
／
6
＝
L
5

人口変化比
ﾌ単純平均

Y

　
（
1
．
2
＋
1
。
2
）
／
2
＝
2
．
4
／
2
＝
1
．
2

　
（
1
．
5
＋
1
．
5
）
＝
3
．
0
／
2
＝
1
．
5

X
Y

Z
　1，2／1．2＝1．0 　L5／1．5＝1．0

　ROXY指標
黶i釜一1）・1伊＝（Z－1）×104

　（1．0－1．0）
@×10，000＝0．0

　（1．0－1．0）
@×10，000ニ0．0

（備考）　本数値例では，何れの期間（即ち，期

　　　　間To～Tl及び期間Tl～T2）に対し

　　　　ても，ROXY指標値は0．0である。

1．2となり，Tl～T2年度の期間に対しては両平均

とも1．5となる。したがって，ROXY指標値は，

両期間とも0．0に等しい。

　ケース3では表9（a）が示すように，T。～Tl及

びT1～T2年度の2期間に対する都心地区の人口

変化比は，それぞれ0．9及び0．8である。また，同

じ2期間に対する郊外地区の人口変化比は，それ

期　　　間 To～T1 Tl～T2

人口変化比
ﾌ加重平均
i加重要素：

竓ｮ距離）

X

　（4／6）×0．9@
＋
（
2
／
6
）
×
1
．
2
＝
（
3
．
6
＋
2
．
4
）
／
6
＝
6
．
0
／
6
＝
1
．
0

　（4／6）×0．8
@＋（2／6）×1．5＝（3．2＋3．0）／6＝6．2／6＝1．0333

人口変化比
ﾌ単純平均

Y
　（0．9＋1．2）／2＝2．1／2＝1．05 　（0．8＋1．5）／2＝2．3／2＝1．15

X
Y

Z

　1．0／（2．1／2）＝2／2．1＝0．9524
　（6．2／6）
@／（2．3／2）ニ12．4／13．8＝0．8986

　ROXY指標
黶i釜一1）・1伊＝（Z－1）×104 　（0．9524－1．0）

@×10，000＝－476

　（0．8986－1．0）
@×10，000＝－1，014

（備考）本数値例では，何れの期間（即ち，期

　　　間T。～Tl及び期間Tl～T2）に対し

　　　　ても，ROXY指標値は負であり，且つ

　　　　それらは時間の経過とともに減少して

　　　　いる（即ち，負値の絶対値が増加して

　　　　いる）。

それ1．2及び1．5である。よって，人ロ変化比の加

重平均は，表9（b）が示すように，上記2期間に対し

てそれぞれLO及び1．0333となる。他方，人口変
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化比の単純平均は，上記2期間に対してそれぞれ

1．05及び1．15となる。したがって，T。～Tl及び

T1～T2年度の各期間に対するROXY指標値は，

それぞれ一476及び一1，014となる。ケース3で

はこのように，負のROXY指標値が時間の経過

とともに減少する（即ち，ROXY指標値の符号は

負であり，その値の絶対値が時間の経過とともに

増加する）。

　以上3つのケースは，都市圏内人口の都心化・

郊外化現象とROXY指標値との間に見られる，

基本的な関係を端的に示している。そこで，表7

～9の助けを借りて，ROXY指標値が意味する可

能性を整理すると，表10を得る。同表の第1欄及

び2欄が示すように，ROXY指標値の符号が正，

零，又は負であるとき，都市圏内人口の都心化現

象，均衡変動現象，又は郊外化現象がそれぞれ対

応する。

表10　ROXY指標値が意味する可能性：都市圏

　　　内空間的人口分布形態の動学的特性に関し

　　　て（加重要素：都市圏内各地区の補完距離）

ROXY指標
lの符号

空間的人口
ｪ布形態の
W散過程

ROXY指標
lの変化動

集散過程の
ｮ学的状態

減　　少 減速的都心化

正 都心化
i集積現象） 一　　定 定速的都心化

増　　加 加速的都心化

零から正

ﾉ増加
初期的都心化

零 均衡変動 一　　定
i零のまま）

継　続　的

ﾏ衡変動
零から負

ﾉ減少
初期的郊外化

減　　少
i即ち，絶対
lの増加）

加速的郊外化

負 郊外化
i散展現象） 一　　定 定速的郊外化

増　　加
i即ち，絶対

lの減少）
減速的郊外化

　同表の第3欄及び4欄が示すように，もし

ROXY指標値が正であり，かつ時間の経過ととも

に値が増加するならば，「都市圏域ライフサイクル

仮説」に照らし，人口集散過程の動学的状態は加

速的都心化の段階にある。また，正のROXY指標

値が減少する場合，人口集散過程の動学的状態は

減速的都心化の段階にあり，ほぼ同一水準を保つ

場合，都心化が定速的に進行している。

　もし，ROXY指標値が負であり，かつ時間の経

過とともに値が減少する場合（即ち，絶対値が増

加する場合），人口集散過程の動学的状態は加速的

郊外化の段階にある。また，負のROXY指標値が

増加する場合（即ち，絶対的値が減少する場合），

人口集散過程の動学的状態は減速的郊外化の段階

にあり，ほぼ同一水準を保つ場合，郊外化が定速

的に進行している。。

　もし，ROXY指標値が零から増加して正値に変

化する場合，人口集散過程の動学的状態は，初期

の都心化段階にある。また，零から減少して負値

に変化する場合，人口集散過程の動学的状態は初

期の郊外化段階にある。更に，ほぱ零に近い値が

保たれる場合には，均衡変動が継続的に進行して

いる。

3－4　ROXY指標値と空間的ライフサイクル仮説

　都市圏システム・ライフサイクル仮説が唱える

人口の集中化現象と，都市圏域ライフサイクル仮

説が唱える人口の都心化現象とを合わせて，人口

の集積現象と呼ぽう。また，前者の仮説が唱える

人口の分散化現象と，後者の仮説が唱える人口の

郊外化現象とを合わせて，人口の散展現象と呼ぼ

う。更に，上記2種類のライフサイクル仮説を統

合したパラダイムを，空間的ライフサイクル仮説

と呼ぼう。このような語使用のもとでは，第3－3節

及び3－4節で試みた考察に基づき，ROXY指標値

と空間的ライフサイクル仮説との間に見られる基

本的な関連が，つぎのように整理される。

　（1）ROXY指標値が正で，かつ続伸する場合：
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　　加速的集積現象

（2）ROXY指標値が正で，かつ一定値を保つ場

　　合：定速的集積現象

（3）ROXY指標値が正で，かつ続減する場合：

　　減速的集積現象

（4）ROXY指標値が正から負に変化する過程

　　で零値をとる場合：集積化段階から散展化

　　段階に移行する際に現れる，均衡変動現象

（5）ROXY指標値が負で，かつ続減する場合：

　　加速的散展現象

（6）ROXY指標値が負で，かつ一定値を保つ場

　　合：定速的散展現象

（7）ROXY指標値が負で，かつ続伸する場合：

　　減速的散展現象

（8）ROXY指標値が負から正に変化する過程

　　で零値をとる場合：散展化段階から集積化

　　段階に移行する際に現れる，均衡変動現象。．

4　おわりに

　本稿では，ROXY指標の基礎概念を空間的ライ

フサイクル仮説との関連で論ずることにより，同

指標の骨組みを解説した。ただし，そこでは考察

を主として理論面に限ったため，ROXY指標を応

用した実証分析の事例（13｝に触れることは割愛し

た。実は，ROXY指標を用いた実証分析では，（1）

考察の対象としてどのような空間変数（spatial

variables）を選択するか，並びに（2）加重要素とし

てどのような変数を選択するかに依存して，同指

標の応用領域が広範囲に変化し得る。ROXY指標

が有するこのような特性は，前節までの考察で指

摘した同指標の機能と合わせて，的確な都市政

策・地域政策の立案に寄与し得る。反面，（1）ROXY

指標は一種の総合指標であるにすぎない点，並び

に（2）ROXY指標値は集散過程の動学的状態に対

する必要条件の意味をもつが必要十分条件ではな

い点に，ROXY指標分析手法の限界がある。

　上記の長所と短所を冷静に見極めながら，

ROXY指標の概念を理論面及び応用面で更に発

展させる試みは，都市経済学・地域経済学的な分

析に携わる者にとり，挑み甲斐のあるひとつの課

題であると言えよう。

注

（1）ROXY指標の利用を試みた初期の考察として，

　　Kawashima［1978，　1982］及び川嶋［1981，1982］

　　がある。

（2）クラッセン等は1970年代後半に，都市圏域ライ

　　フサイクル仮説の基本的枠組みを，「空間的サイ

　　クル理論（spatial　cycle　theory）」として発表し

　　た。同理論の内容は，Klaassen　and　Paelinck

　　［1979］及びKlaassen　et　al．［1981］に，整理され

　　た形で纒められている。

（3）これら4段階の呼称は，都市圏システム・ライフ

　　サイクル仮説の中で都市圏問人口分析形態がた

　　どる4段階の呼称に相応している。詳しくは，

　　Kawashima［1986a］を参照せよ。

（4）Kawashima［1978］は，都市圏システム・ライフ

　　サイクル仮説に基づく初期的な実証分析を試み

　　た。なお，より体系的な考察として，Kawashima

　　［1985，1987a，1987b］がある。

⑤　換言するなら，大都市圏の人口増加比を非大都市

　　圏の人口増加比で除した商は1を越え，かつ，時

　　間の経過とともに商の値は逓増する。なお，減速

　　的集中化，加速的分散化，又は減速的分散化の各

　　段階に対して，同様の商は，それぞれ時間の経過

　　とともに逓減（商は1を越える），通減（商は1未

　　満），又は逓増（商は1未満）する。

（6）タイプー3（即ち，大都市圏人口が減少を続けてい

　　る状態のもとでの相対的集中化現象）の概念は，

　　タイプ1（準絶対的集中化）やタイプ2（絶対的集

　　中化）の概念には馴染みにくいところがある。し

　　かし本稿では，相対的見地から人口の集中化・分

　　散化現象を論じており，その観点から人口集中化

　　形態のタイプー3を理解する必要がある。

（7）このデータベースを構築する作業で，私とグリッ

　　クマンは，我が国に86の都市圏域を設定した。

（8）ROXY指標を開発する初期の段階で，同指標は

　　「人口変化比の加重平均を人口変化比の単純平

　　均で除した商」として定義されていた。この初期
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　　の定義に従うと，人口変化比の加重平均が人口変

　　化比の単純平均を上回る場合，等しい場合，又は

　　下回る場合に対応して，ROXY指標値はそれぞ

　　れ，1を越える値，1に等しい値，又は1未満の非

　　負値をとる。

（9）表4の第2欄及び表10の第2欄に記されてい

　　る，「集積現象」及び「散展現象」の意味について

　　は，第3－4節を参照せよ。

（10）例えば，都市圏人口の規模を横軸に表わし，人口

　　増加比を縦軸に表わすと，人口増加比の分布が釣

　　鐘状を呈している場合（即ち，人口が中規模の都

　　市圏では人口増加比が比較的大きく，小都市圏と

　　大都市圏では人口増加比が比較的小さい場合），

　　或いは播鉢状を呈している場合（即ち，人口が中

　　規模の都市圏では人口増加比が比較的小さく，小

　　都市圏と大都市圏では人口増加比が比較的大き

　　い場合）に対して，ROXY指標値は零近傍の値を

　　とり得る。ところが，このような場合に得られる

　　零値は，人口の均衡変動状態を意味するものでは

　　ない。したがって，ROXY指標値のメッセージを

　　読み取るにあたっては，このような罠の存在を認

　　識して置くことが肝要である。その点を認識さえ

　　していれば，空間的人口分布動向の大筋を把握す

　　ることを目的とする考察にあたっては，表4に関

　　連する必要条件・十分条件の問題を過度に懸念す

　　る必要はあるまい。また，表10についても，同様

　　な指摘ができる。

（ll）補完距離（reversed　distance）を用いた考察とし

　　て，Kawashima［1987b］がある。なお，　ROXY

　　指標を開発する初期の段階においては，加重要素

　　として「距離」をそのまま用いた。その場合には，

　　都市圏域ライフサイクル仮説に対してROXY指

　　標値がもつ，集積現象と散積現象に関する意味

　　は，都市圏システム・ライフサイクル仮説に対し

　　てROXY指標値が持つ意味と，符号の向きが逆

　　になる。この点を首尾一貫させる目的で，「補完距

　　離」の適用を考えた。

（12＞CBDはcentral　business　district（中心業務地区）

　　の略称である。

（13）ROXY指標手法を応用した最近の実証分析事例

　　として，Kawashima［1986a，1986b，1986c，1987a，

1987b］がある。
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